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１．はじめに
　国際会計基準審議会（International Accounting Standards 
Board, 以下，IASBという））が公表する国際財務報告基準
（International Financial Reporting Standards，以下，IFRSと
いう）を取り巻く環境は急速に変化している。一方で，米国の
財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board，
以下，FASBという）は，1990年代末に相次いだIT産業の収益
計上をめぐる不正問題，さらには2001年のエンロン事件をはじ
めとするアメリカの会計不祥事を契機として，会計上の収益の
認識ルールをより一層厳格化する必要に迫られていた。IASB
は，FASBとともに，現行の収益認識ルールの抱える諸問題を
認識し，それを見直すことによって，資産負債アプローチに基
づいた，様々な取引に対して，様々な取引契約にも一貫して適
用可能な認識原則を用いた単一の収益認識モデルを開発するこ
とを目的とした共同プロジェクトを開始した。共同プロジェク
トは，2002年９月に開始され，2014年の今日まで，ディスカッ
ション・ペーパー，公開草案，改訂公開草案を公表し，収益認
識モデルを提案して，多くの意見を求めてきた。IASBは，そ
の結果として，2014年５月28日に新収益認識基準IFRS第15号
「顧客との契約から生じる収益」（IASB［2014］）を公表した1）。
IASB/FASBの収益認識モデル案の再検討
－財務情報の質的特性の視点から－
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要旨
　2002年に開始されたIASBとFASBとの収益認識に関する共同プロジェクトの目的は，企業が顧客との契約から
生じる収益を処理するために適用する包括的な収益認識基準を設定することであった。それは，収益の認識にお
いて経営者の主観的な判断を排除し，判断の客観化を図る試みでもあった。本稿は，共同プロジェクトがディスカッ
ション・ペーパ （ー2008年），公開草案（2010年），改訂公開草案（2011年）において提案した収益認識モデルの意思
決定有用性に対する効果を財務情報の質的特性の視点から検討する。その収益認識モデル案は，資産負債アプロー
チに基づく，実質的に実現・稼得過程アプローチによる配分モデルであり，現行モデルによる収益情報と目的適
合性からみて変わらない。また，履行義務の識別や支配の移転の判断を客観化し，経営者の主観的判断を排除す
ることが，必ずしも収益稼得過程を忠実に描写できるとは限らない。本稿では，情報の質的特性の観点から，共
同プロジェクトの収益認識モデルが現行モデル以上に有用な収益情報を提供できるかについて，疑問を呈している。
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Abstract
　The object of the 2002 joint project by IASB and FASB for revenue recognition was to establish the 
comprehensive criteria for it, on which companies could account for their revenue derived from their contracts 
with their customers. This project also aimed at avoiding subjective judgements of the management and 
making their judgements as objective as possible. The purpose of this paper is to review the model proposed 
for revenue recognition in the Discussion Paper (2008), the Exposure Draft (2010) and the revised Exposure 
Draft (2011), considering how relevantly and faithfully this new model could present the quality of ﬁnancial 
information. The proposed new model, which is based on asset and liability view, is in effect an allocation 
model drawn from the realization and earnings process approach, and in my view there is no big diﬀerence 
between this new model and the existing model in relevant information. In addition, the process of earning 
cannot be always faithfully presented because of objectifying judgements of the management and removing 
their subjective judgements. In this paper the author doubts from the view of the qualitative characteristics of 
ﬁnancial information that this new model could be more eﬀective than the existing one in revenue recognition.
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　共同プロジェクトの収益認識モデルがどのような意図をもっ
て展開され，そして，提案された収益認識モデルが従来の実現・
稼得過程アプローチによる収益認識モデル（現行の収益認識モ
デル）より有用なものであるのだろうか。本稿では，まず，現
行の収益認識モデルにおける基本的思考である収益費用アプロ
ーチと共同プロジェクトのそれである資産負債アプローチの特
徴を述べる。つぎに，共同プロジェクトが①収益の定義との整
合性と②解釈の余地を排除した厳格化とを求めて提案している
収益認識モデルの特徴を明らかにする。そして，共同プロジェ
クトが提案した収益認識モデルが，従来の収益認識モデルと比
して，意思決定有用性を高めるものであるのかを，目的適合性
と忠実な表現という情報の質的特性の視点から検討する。
２．資産負債アプローチと収益費用アプローチ
　会計の基本的な思考としての利益観には，資産負債アプロー
チと収益費用アプローチがある。この利益観が注目されるよう
になったのは，1976年にFASBから公表された討議資料（FASB
［1976］）がきっかけとされている。
⑴　FASBの1976年討議資料
　FASB［1976］では，利益観には，①利益を「アウトプット
を獲得し販売するためにインプットを収益的に活用する企業の
活動成果の測定値」（FASB［1976］， par. 38）とする見方と，②
利益を「一期間における営利企業の正味資源の測定値」（FASB
［1976］， par. 34）とする見方がある。①の見方が収益費用アプ
ローチ（the revenue and expense view）であり，②の見方が
資産負債アプローチ（the asset and liability view）である。
　収益費用アプローチでは，収益と費用の定義から始め，その
ほかの構成要素の定義を導くものである。収益は，企業の収益
稼得活動からのアウトプットの財務的表現と定義され，費用は
企業の収益稼得活動へのインプットの財務的表現と定義される
（FASB［1976］， par. 38）。収益費用アプローチでは利益の稼得
過程が重視され，利益は企業の活動成果である企業の効率（な
いし業績）の測定値であり，収益と費用の差額として定義され，
収益と費用が対応されて計算される。つまり，収益－費用＝利
益。したがって，「収益・費用の測定，ならびに一期間におけ
る努力（費用）と成果（収益）を関連付けるための収益・費用認
識時点の決定が財務会計における基本的測定プロセス」（FASB
［1976］， par. 39）とみなされるのである。資産と負債は，その
結果として認識，測定される。したがって，ここでは，「スト
ックの変動をフローの結果として表現するとともに，このよう
な期間利益の決定ルールが評価ルール及び貸借対照表計上項目
を規定するという関係にある。（岩崎　勇［2012］， pp. 84-85）」
　資産負債アプローチは，利益測定の目的を一期間における営
利企業の富の増加においている（FASB［1976］， par. 48）。資産
負債アプローチは，資産と負債を定義することから始まり，そ
して資産と負債を伴概念として財務諸表のその他の構成要素の
定義を導くものである。利益は，企業の富の尺度であり，一会
計期間における企業の純資産ないし資本の増減額の測定値と定
義されているため，「資産と負債の増減額」に基づいて定義さ
れる。利益は，資産と負債の従属変数といえる（FASB［1976］， 
par. 37）。資産は「企業の経済的資源の財務的表現」と定義され，
負債は「将来他の実体（個人を含む）に資源を引き渡す企業の
義務の財務的表現」と定義される（FASB［1976］， par. 34）。し
たがって，「資産・負債の属性および当該属性の変動を測定する
ことが，財務会計における基本的な測定プロセス」（FASB  ［1976］， 
par. 34）とみなされている。収益は，当該期間における資産の増
加または負債の減少として生じるもの，費用は，当該期間の資産
の減少または負債の増加として生じるものと定義される。したが
って，収益と費用は資産と負債の変動に基づいて認識または測定
される（FASB［1976］， par. 35）。ここでは，認識と測定が分離され，
ストックの評価の問題が生じてくる。したがって，資産負債ア
プローチのもとでは，資産負債の評価ルールが期間利益決定の
ルールを規定するという関係にある（岩崎　勇［2012］， p. 85）。
　両アプローチは，利益の算定が財務諸表の焦点であるという
ことは一致しているが，特定の測定基準との直接的な結びつき
は想定されていない。
　また，資産負債アプローチと収益費用アプローチとの実質的
な相違は，利益の見方の違いのほかに，計算擬制的項目の貸借対照
表への計上を認めるか否かにある（藤井秀樹［2011］， p. 20）。
　収益費用アプローチでは，適正な期間利益を計算するために
収益と費用の適切な期間対応が重要となる。その結果から資産・
負債が規定されるので，企業の経済的資源やその将来の引渡義
務を表さない，繰越費用や繰越収益及び引当金等の計算擬制的
項目を資産・負債として貸借対照表に計上することとなる。
　他方，資産負債アプローチでは，資産と負債を定義すること
から始まり，収益または費用は資産と負債の増加・減少として
定義されるので，計算擬制的項目を資産・負債として貸借対照
表に計上することにはならない。
　IASBの2010年改訂の概念フレームワークでは，資産と負債
から定義され（IASB［2010］， par. 4.4），それに基づいて収益と
費用が定義されているので，資産負債アプローチが採用されて
いる。これは，財務諸表の構成要素を定義するのに，観察可能
なものが多いため理解し易い資産や負債から，抽象度の高い収
益や費用を，そして利益を定義する方が，財務報告の対象を明
確にし，不適格な項目を排除するための意義があるとされてい
る（斎藤静樹［2012］， pp. 44-110参照）。
⑵　測定レベルで用いられた場合
　資産負債アプローチと収益費用アプローチはもともと定義の
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レベルで考えられていたものが，測定のレベルで用いられるこ
とがある。１つは，資産負債アプローチは利益を正味資源の増
減額で算定するため，資産や負債を顧客との実際の契約額（取
引価格）とは独立した公正価値などで測定しようとするもので
ある。このような利益の例として，公正価値による包括利益が
あげられる。
　他方，収益費用アプローチでは利益の稼得過程が重視され
る。利益を企業の活動成果である企業の効率（ないし業績）の
測定値とし，収益と費用が対応されて差額として計算されるの
で，収益と費用は基本的に実際の取引価格に基づく，貨幣の流
れ（キャッシュフロー）である収支の金額で測定されるとする。
ここでは，認識対象の取引が認識されると同時に，収支に基づ
く測定がなされるので，基本的に評価の問題は生じてこないと
される。収益の認識については，基本的に実現または実現可能
及び稼得2）されているという要件が要求される。（FASB［1984］， 
pars. 83-87）。さらに，一期間において実現した収益と対応する
発生した費用との差引き計算によって，期間利益が計算される。
つまり，収益費用アプローチの利益測定は，「実現・稼得過程
および発生・対応」のプロセスということができる。したがって，
収益と費用の測定額である収支額が，「実現と対応」に基づい
て期間に配分されることになる。このように行われる会計は，
従来行われてきた伝統的な会計である発生主義会計である。発
生主義会計における純利益は，まさにこのように測定された利
益である。また，収益費用アプローチに基づく収益認識は，実現・
稼得過程アプローチともいい，伝統的な収益認識モデルである。
しかし，実現・稼得時点の決定には，取引によっては経営者に
よる解釈が介入する余地があるという問題をはらんでいる。
　このレベルでの公正価値を測定基礎とする資産負債アプロー
チと取引価格を測定基礎とする収益費用アプローチは，相互排
他的な位置づけとなる。
３．共同プロジェクトによる収益認識モデルの展開
⑴　収益認識プロジェクト
　2002年９月に共同プロジェクトが開始されたが，そもそも，
FASBやIASBで現行の収益認識モデル3）の抜本的見直しが必要
とされたのは，それに重大な問題があると認識されたためで
ある。その問題点は，次のものである（IASB［2008］， pars. 1.3-
1.19）。
　①FASBでは，実現・稼得過程の定義が曖昧なため，その適
用に際し一貫性なく定義された膨大な数の基準が存在して
いること。
　②現行の収益の認識基準と資産と負債による収益の定義とに
矛盾があること4）。
　③複数要素契約における認識や測定に関する指針が欠如して
いること。
　④IFRSでは，IAS第11号（IASC［1993b］）の工事契約におけ
る収益認識規準とIAS第18号（IASC［1993a］）の物品販売
の収益認識規準が矛盾すること。
　FASBとIASBとの収益認識の共同プロジェクトの目的は，
資産負債アプローチに基づいた，様々な取引に対して，特に
複数要素契約のような複雑な契約等にも一貫して適用可能な
認識原則を用いた単一の収益認識モデルを開発することであ
る。この一組の認識原則では資産および負債の変動に焦点を
当てることを提案し，それによって実現・稼得過程アプローチ
に規律を与え，企業による収益認識に整合性を与え，判断に明
確な方針を提供することを意図するものである（IASB ［2008］，
pars. 1.17-1.19）。つまり，①資産負債アプローチに基づく収益
の定義と収益認識と測定の基準との整合性と②解釈・判断の余
地を排し，収益認識基準の厳格化を図ることを意図している。
本稿ではまず，この２点に焦点を当て，共同プロジェクトの提
案する収益認識モデル案の特徴を明らかにする。
　共同プロジェクトは，2008年にディスカッション・ペーパー
『顧客との契約における収益認識についての予備的見解』（IA 
SB［2008］, 以下，DP），2010年に公開草案『顧客との契約か
ら生じる収益』（IASB［2010］, 以下，2010ED），さらに2011年
に改訂公開草案『顧客との契約から生じる収益』（IASB［2011］， 
以下，2011ED）を公表し，収益認識モデルが提案された。さらに，
2014年にはIF RS第15号『顧客との契約から生じる収益』（IASB
［2014］）が公表された5）。
⑵　共同プロジェクトの当初の収益認識モデル
　IASBとFASB共同の収益認識プロジェクトは当初，資産負
債アプローチに基づく，顧客との契約によって発生する権利
と義務を客観的で合理性を持つ公正価値で測定する収益認識
モデルの構築を基本的方針として掲げていた（以下，万代勝信
［2008］， pp. 19-21参照）。すなわち，資産・負債による収益の
定義と収益認識・測定の基準とが整合するモデルである。
　2005年に収益プロジェクトを再検討し，いくつかの代替的モ
デルが検討され，次の３つの代替案に絞られた。
　代替案１：資産負債・公正価値モデル6）
　代替案２：資産負債・履行価値モデル7）
　代替案３：実現・稼得過程モデル（従来モデル）
　代替案１は，資産負債を公正価値（法的開放金額）8）で測定す
るものであり，プロジェクトの当初から考慮されてきたもので
ある。しかし資産と負債を公正価値で測定すると，企業は契約
締結と同時に，つまり，財やサービスが引き渡される前に，収
益いわゆる販売利益（selling revenue）が前倒し認識される可
能性があり，直感的にも取引の実態を反映しないなど，本質的
な懸念が表明された。それに対し，代替案２は，負債が履行価
値（performance obligation value）で測定される。これは，資
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産負債が顧客と交換されうるであろう実際の取引価格，すなわ
ち，顧客対価（consumer consideration）である。つまり，取引
価格（顧客対価）モデルである。したがって，契約締結時には，
負債が顧客対価で測定されるので，資産と負債に差額が生じる
ことがなく，販売利益は生じない。測定面では，従来モデルで
ある実現・稼得過程モデルとほぼ同様の結果になる（辻山栄子，
2007年，pp. 8-10）。
⑶　DPの収益認識モデル
　2008年12月にそれまで取り組んできた共同プロジェクトの集
大成ともいえる成果が盛り込まれた，DPが公表された。DPは，
資産負債アプローチを基本思考として，既存の収益の定義を基
礎にして収益認識モデルを構築するものである（IASB［2008］， 
par. 1.21）9）。
　収益認識モデルの提案では，収益は，企業の正味ポジション
の増加（IASB［2008］， par. S14）であり，履行義務の充足（資産
の顧客への移転，すなわち顧客への支配の移転）（IASB［2008］， 
par. S20）によって認識される10）。ここでは，収益認識判断の
明確化・客観化が「支配の移転」によって図られている。
　正味ポジションとは，契約における権利と義務の組み合わ
せであり，権利と義務の測定値の差額として契約資産（正の
正味ポジション）または契約負債（負の正味ポジション）とな
る（I ASB［2008］， par. S15）。つまり，契約資産や契約負債は，
権利や義務そのものではなくそれらの差額（純額）である。し
たがって，契約資産が増加したときまたは契約負債が減少し
たとき（または両者の組み合わせ）に収益は認識される（IASB
［2008］， par. 2.35）。これは，収益をグロスで直接捉えるので
はなく，正味ポジションという差額で間接的に捉えるのである。
　つぎに，履行義務の測定について２つの測定モデルが検討さ
れている（IASB［2008］， pars. 5.14-5.36）。
　⒜　資産負債・現在出口価格アプローチ
　⒝　資産負債・当初取引価格アプローチ
　⒜は，履行義務を現在出口価格（独立した第三者に履行義務
を移転するとした場合に企業が支払いを求められる金額）で測定
するものである。前節の代替案１と同じである。⒝は，履行義
務を当初取引価格（契約された財やサービスと引き換えに顧客
が約束した対価（契約価格））で測定するものである。前節の代
替案２と同じである。両者の違いは，契約締結時点で⒜は収益
の一部が認識されるのに対して，⒝は認識されないことである。
　⒜においては，資産と負債の価値の変動額，それによる正味
ポジションの変動額が外生的な公正価値で測定され，期首と期
末の正味ポジションの増加を収益として認識するため収益の認
識が自律的に決まり，資産負債アプローチを基本思考とした収
益認識モデルの構築という目的が達成される。しかし，企業の
主たる活動に伴う「財またはサービスの提供」とは直接結びつ
かない。したがって，企業の営業活動と結びつけた既存の収益
に関する定義（FASB［1986］， par. 78，IASC［1993a］ par. 7）を
満たさないと言える。
　他方，⒝は，履行義務（負債）が当初取引価格，すなわち顧
客対価で測定されるため，充足された履行義務（負債）の取引
価格の配分額で収益が認識測定される。したがって，収益と履
行義務の充足（財またはサービスの提供）とが結びついている。
資産負債の変動による正味ポジションの変化で収益を認識する
のだが，当初取引価格で測定された正味ポジションの変化のう
ち期間の収益として認識されるのは，企業の活動に伴う履行義
務の充足（財またはサービスの移転）の分である。つまり，未
履行の権利と履行義務がストックとして認識される。顧客対価
という総収入額を履行義務の充足によって期間に配分している
と言える。これは，実現・稼得過程モデルと共通したモデルとな
っていると言え，収益を履行義務と，また稼得過程を履行義務の
充足過程と置き換えているにすぎない（辻山栄子 ［2009］， p. 14）。
　結局，代替案１および⒜は履行義務遂行前に収益を認識する
ことに対する懸念が多く表明され，代替案２および⒝の当初
取引価格アプローチを採用する見解が示された（IASB［2008］， 
par. 5.17）11）。
⑷　2010EDと2011EDの収益認識モデル
　IASBは，共同プロジェクトにおいて，2008年12月に公表し
たDPに対するコメントをレビューし，審議したうえで，2010
年６月に2010EDを公表した。
　2010EDは，収益認識のコア原則を「企業は，顧客への財ま
たはサービスの移転を描写するように，その財またはサービ
スと交換に企業が受け取る（または受け取ると見込まれる）対
価を反映する金額により，収益を認識しなければならない。」
（IASB［2010a］， par. 2）とした。そして，収益の測定の原則が
取引価格のうち当該履行義務に配分された金額で収益を認識
することである（IASB［2010a］， par. 34）とし，明確化された。
すなわち，取引価格モデルが採用され，公正価値モデルが明確
に棄却されている。これによって，共同プロジェクトが当初求
めた資産負債アプローチに基づく収益の定義と整合する収益
認識モデルの構築という試みは失敗したと言えよう。収益は，
DPを踏襲し，企業が履行義務を充足し，顧客が財またはサー
ビスに対する支配を獲得したときに認識される（IASB［2010a］， 
par. 25）。
　ただし，2010EDでは支配の移転を判断するつぎの指標を示
し，より明確化している（IASB［2010a］， par. 30）。
　⒜　顧客が無条件の支払い義務を負っている。
　⒝　顧客が法的所有権を有している。
　⒞　顧客が物理的に占有している。
　⒟　財またはサービスのデザインまたは機能が顧客に固有
笹嶋 明 研究ノート　IASB/FASBの収益認識モデル案の再検討
― 87 ―
　のものである。
　この考え方を示した理由の一つは，現行の収益認識モデルに
存在する曖昧さ（解釈の余地）を解消することにある（豊田俊一
［2010］， p. 19）12）。つまり，収益認識判断の焦点を支配の移転
に移し，その移転の判断の指標を示すことで経営者の恣意的判
断の介入を排除しようとしたのである。
　DPにおける収益認識モデルの特徴は，契約に基づく資産と
負債の変動による収益の認識を基本思考とし，契約の資産と負
債の認識と測定に焦点を当てている。それに対し2010EDにお
ける収益認識モデルの特徴は，基本思考はDPと同じであるが，
契約に基づく権利（資産）と履行義務（負債）を顧客対価（取引
価格）で測定することで，収益の認識時点と金額を決定するた
めの履行義務の充足に焦点を当てていることである。取引価格
で測定された履行義務が充足されることによって，収益が認識
され，取引価額の配分額として測定される。すなわち，取引価
格モデルである。　
　2011EDは，収益認識のコア原則の具体的な運用面について
の懸念に応え，より明確化するために公表された（IASB［2011］， 
par. BC11）13）もので，2010EDで提案された収益認識モデルと
しての取引価格モデルが引き続き採用されている。
　したがって，2010ED及び2011EDおける収益認識モデルは，
取引価格モデルであり，測定属性を顧客対価，測定対象を収益
とする，資産負債中心アプローチに基づく配分モデルである
という特徴を有する（小川真美［2012］， pp. 159-164）。また，
2014年５月28日に公表されたIFRS第15号も，収益認識のコア
原則及びそれを達成する５つのステップを踏襲しているので，
同じモデルといえよう（IASB ［2014］， par. 31， 47）。
４．共同プロジェクトによる収益認識モデルの再検討
　IASBとFASBの共同プロジェクトで展開された資産負債ア
プローチに基づく収益認識モデルは，そのモデルによって出さ
れる収益ないし利益情報は有用性にどのような影響を与えるの
であろうか。財務報告の目的と質的特性から考察する。
　IASBの2010年概念フレームワーク（IASB［2010b］）によれば，
財務報告の目的は，「当該企業へ資源を提供することについて
の意思決定を行う際に，現在および潜在的な投資家，貸し手，
およびその他の債権者にとって有用な当該報告企業についての
財務情報を提供することである」（IASB ［2010b］， par. OB2）。
また，一般目的の財務報告は，企業価値を示すものではなく，
利用者が意思決定をするうえで，企業価値の見積りに役立つ情
報を提供するものであるとしている（IASB ［2010b］， par. OB7）。
さらに，この目的を達成するための基本的な情報の質的特性と
して目的適合性と忠実な表現をあげている。目的適合性は，財
務情報が情報利用者の意思決定に違いをもたらす特性で，将来
の結果を予測する予測価値（predictive value），過去の評価に
ついてフィードバックをもたらす（確認または改訂する）確認
的価値（conﬁrmatory value）または両方を備えている時に意思
決定に違いをもたらす（IASB［2010b］， par. QC6， QC7）。また，
忠実な表現は，財務情報に関連性ある事象を忠実に表現するこ
とも求めるもので，完全性があり，中立性があり，かつ，誤り
がないものとしている（IASB［2010b］， par. QC 12）14）。
⑴　目的適合性からの検討
　企業価値評価モデルとして今日支持を得ている残余利益モデ
ル（Residual Income Model）によれば，株主資本価値＝株主資
本簿価＋株主資本に対する将来の残余利益の割引現在価値合計
となる。
　ただし，上式のPo：株主資本価値，BVo：株主資本簿価，
NI：利益，r：株主資本コストである。右辺の第２項は毎期の
企業利益から期首株主資本簿価に資本コストを掛けた金額を控
除した超過利益（残余利益）の現在価値合計であり，企業の自
己創設のれん相当額である。すなわち，株主資本に対する過去
の利益→株主資本に対する将来の利益の予測→株主資本に対す
る将来のキャッシュフローの予測→株主価値の予測という予測
プロセスを経ることで，投資の成果を示す利益情報が投資家の
評価についてフィードバックをもたらす（確認または訂正する）
確認的価値をもち，その意思決定に違いをもたらすものと考え
られる（秋葉健一［2014］， pp. 81-87）。
　他方，現在行なわれている収益・費用アプローチに基づく伝
統的な発生主義会計における利益はどうであろうか。発生主義
会計の基本的な考えは，企業の価値創造過程の成果を企業の業
績情報として発信しようとするものである。継続企業を前提と
して，一期間の企業の努力（費用）と成果（収益）を適切に対応
させて，その差額として企業の業績（利益）を求めるものである。
収益は，企業から流出した財またはサービスと交換に流入する
キャッシュの流れで測定され，その資金の流れのうち稼得され，
実現されたものが認識される。その認識測定は，実現・稼得過
程アプローチによる。また，費用は，企業が獲得した財または
サービスと交換に流出するキャッシュの流れによって測定され，
そのうちの収益に対応するものが期間に配分される期間費用と
して認識される。したがって，企業の利益は，交換取引に依拠
した対価に焦点を当てたキャッシュの流れの配分によって計算
されたものであり，利用者の意思決定に有用な情報として支持
されてきた。
　共同プロジェクトの収益認識モデルは，資産負債アプローチ
に基づくものの，顧客対価（将来のキャッシュフロー）の配分
モデルであり，実質的に実現・稼得過程アプローチに属すると
　　　　　　  　 ∞　     Eｔ  〔NI  －  BVo  ×  ｒ〕
　Po  =  BVo  +  Σ  　　　　　　　　　　　　　　
　　　  　　　   ｔ＝１  　 　　　（  1  ＋  r  ）ｔ
笹嶋 明 研究ノート　IASB/FASBの収益認識モデル案の再検討
― 88 ―
言えるので，情報の有用性を達成するために必要な情報の質的
特質の目的適合性の視点では，共同プロジェクトにおける収益
認識モデルは従来の実現・稼得過程アプローチと変わらず，よ
り有用性を高めるものであるか疑問であると言える。
⑵　忠実な表現からの検討
　2010EDと2011EDにおける収益認識モデルでは，実現・稼得
過程を履行義務の充足（財またはサービスの移転）に置き換え
て，企業の成果の獲得過程を忠実に描写するよう収益認識の判
断規準を明確にし，その客観化が試みられた。そこには，経営
者の判断の介入を極力排除し，資産負債の客観的な測定による，
より客観的な収益の認識・測定を達成しようとする意図がある
と思われる（豊田俊一［2012］， p.143）。
　以下では，共同プロジェクトの提案する収益認識モデルの忠
実な表現からみた有用性への効果を，①会計処理単位としての
個別の履行義務の識別と②収益の認識時時点の２点で検討する
ことにする。
①　個別の履行義務の識別判断からの検討
　契約における履行義務を識別し，分割された履行義務ごとに
会計処理単位とすることで，履行義務の移転パターンを明確化
しようとした。しかし，別個の履行義務に分割して会計処理単
位とすることは，収益の認識の金額とタイミングに影響を与え
るので，履行義務を識別するための要件が次のように定められ
た（IASB［2011］， par. 28）。
⒜　企業が通常，その財またはサービスを個別に販売している。
⒝　顧客が，その財またはサービスからの便益を単独でまたは
顧客にとって容易に利用可能な他の資源と一緒にして得る
ことができる。
　⒜は，⒝を観るための便法になっているが（IASB［2011］， 
par. BC74），これらの要件は，経営者の恣意的判断を排除する
ことを意図したものと言える。
　これに対して，⒜の要件で収益の認識が異なることを経営者
が予期して，販売単位を操作することも考えられ，恣意的に個
別の履行義務を識別する余地も残されており，履行義務の識別
による便益がそのコストを上回って正当化できるかどうかも不
確かであるという疑念もある（渡邉宏美［2014］， p.142）。
　また，客観化によって恣意的判断を排除することが，有用な
情報を忠実に描写するための十分条件ではなく，必要条件にす
ぎないと考えられる。収益の認識においては，実際に行われた
取引に係る成果及びその獲得過程の実態を忠実に描写すること
が求められている。そして，このためには，客観化だけではな
く，それぞれの事業の経済的実態を反映するような経営者の主
観的判断も必要なのではないか。事業の経済的実態を最もよく
理解しているのは経営者であり，経営者の「経済的実態を反映
している」という意図をもった情報（渡邉宏美［2014］， p.143）
も有用性があるとも考えられよう。さらに言えば，個々の取引
において，何が成果（キャッシュフロー）を獲得する要件とな
っているのかを規定しているのは，契約条件に他ならず，その
文脈から離れてはそれぞれの取引における成果を把握しようが
ない以上，履行義務の認識においても，契約条件の評価ないし
解釈が必要になる。ここに収益認識の判断の曖昧さの原因があ
るとすれば，経営者の意図といった主観的要素をなくし，解釈
の余地という曖昧さの意味で，恣意的判断を排除しようとする
努力は，他方で，実際に行われた取引（契約）の実態を反映し
た有用な情報提供を阻害する危険性もはらんでいるかもしれな
い（豊田俊一［2012］， pp.148-150）15）。
　履行義務の識別における明確化，客観化による主観的，恣意
的判断の排除の試みは，忠実な描写という情報の質的特質を高
めているように見えるが，実質的に高めているといえるか疑問
である。
②　収益の認識判断からの検討
　2010ED・2011EDの提案では，現行の収益認識モデルにおけ
る抽象的な実現・稼得過程等の概念による収益認識判断を，よ
り具体的な財またはサービスに対する支配概念に置き換えるこ
とによって，収益認識の判断の客観化，明確化を図ろうとして
いると思われる。しかしこれが，収益の忠実な描写をより高め，
情報の有用性を高めることになるのであろうか。
　投資家等にとっての有用な情報は，企業の成果の稼得過程に関
する情報であり，収益の認識においては，実際に行われた取引
に係る成果及びその獲得過程の実態を忠実に描写することが求め
られている。実現とは，財貨またはサービスの移転（引渡し）と
貨幣性資産の受領を意味する。つまり，財またはサービスの引
渡しに結びつけて，確実となった対価獲得の過程を捉える。だ
が，財またはサービスの引渡しを出荷から顧客の検収まで
（外形的な行為）のどの段階とするかによって，確実な対価の
獲得時点が異なってくる。財またはサービスの引渡し時点は当
事者間の個々の契約条件によるのであり，契約条件（またはそ
の解釈）を無視しては，成果獲得の実態を描写することはでき
ない。2010ED・2011EDでは，収益の認識時点を財またはサー
ビスの移転時で捉えようとするので，この点では実現と同じで
あるといえよう。しかし，財またはサービスの移転を経済的便
益に対する支配の移転としてとらえ，つまり，財またはサービ
スの引渡しの外形的行為ではなく，その実質である経済的便益
の支配とすることで明確化を図っていると思われる。それは，
財またはサービスの移転を忠実に描写することが目的とされて
いるからである（IASB［2010］， par.2, IASB［2011］， par.3）。し
かし，その支配の移転がいつなのかは明確に規定している訳
ではなく，その判断において考慮すべき指標をいくつか例示
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している（限定していない）にすぎない（IASB［2010］， par. 30, 
IASB［2011］， par. 37）。留意すべき点は，⒜顧客が無条件の支
払い義務を負っている，⒠顧客が資産を検収した，という指標
である。⒠は，実現基準の引渡し時点の検収という外形的行為
に限定して，明確化を図っていると言える。しかし，実際の財
またはサービスの引渡し（移転），さらに言えば支配の移転を
いつにしているかは，実際の契約条件によるのである。また，
⒜の指標であるが，通常，双務契約においては，財またはサー
ビスの引渡しと同時に，企業は受取債権（広い意味でのキャッ
シュ）を獲得し，顧客は支払い義務を負うことになる。この意
味で，「財またはサービスの支配の移転」の描写は，｢対価の獲
得過程｣ を描写しているといえる。本来，収益情報が有用であ
るために忠実に描写すべきは，｢対価の獲得過程｣ の描写であ
るはずである。つまり，「財またはサービスの支配の移転」が「対
価の獲得｣ を判断する指標なのである。しかし，EDにおいては，
｢対価の獲得過程｣ が「財またはサービスの支配の移転」の判
断の１つの指標になっているのである。つまり，描写すべきも
のとそれを判断する指標とが逆転しているのである（豊田俊一
［2012］， pp.152-154）16）。したがって，両者のタイミングが異な
る場合があるとすれば，「財またはサービスの支配の移転」は
｢対価の獲得過程｣を忠実に描写しないことになるのではないか。
　したがって，支配の移転時点を実際の個々の契約の条件（ま
たはその解釈）から離れて判断することは，財またはサービス
の移転をより明確化，客観化したとしても，実際の取引におけ
る成果獲得の実態を忠実に描写することになるのか疑問である。
また，｢財またはサービスの移転｣ を描写することを目的とす
ることが，本来描写すべき「成果の獲得過程」を忠実に描写す
ることになるのか疑問である。情報の有用性を高めていること
になるのかが疑わしいと思われる。
　以上のことから，実現・稼得過程の概念の曖昧さによる経営
者の判断を排除し，明確化を図ることによって，実現・稼得ア
プローチに規律を与えることを目的としたIASBとFASBによ
る収益の認識規準の改定は，履行義務の識別と履行義務の充足
のステップにおける明確化においては，目的適合性と忠実な描
写の情報の質的特質という視点で見たとき，情報の有用性を高
めるものになるのかどうかは疑わしい17）。
５．おわりに
　2002年に開始されたIASBとFASBとの収益認識についての
共同プロジェクトは，現行モデルの問題点を認識し，見直すこ
とによって様々な取引に適用される整合性のある単一の包括的
な収益認識モデルの構築を目指すものであった。しかし，当初
求めた整合性をもつ資産負債・公正価値モデルは棄却され，当
初の試みは失敗に終わった。他方，曖昧さを伴う実現・稼得概
念や対応概念に基づく収益認識判断に経営者の主観的な判断が
介入する余地を排除し，資産負債の客観的な測定による，より
客観的な収益や利益の認識測定を達成する試みがあった。そこ
で，2010EDや2011EDにおける収益認識モデルが現行のモデル
よりも有用性の高い情報を提供するのかを，情報の質的特質の
視点から検討した。
　まず，目的適合性の視点で検討した。共同プロジェクトにお
ける収益認識モデルは資産負債アプローチに基づいているが，
その本質は，収益認識においては実現・稼得アプローチに属す
る配分モデルであった。履行義務に焦点を当て，それの顧客対
価（将来のキャッシュフロー）で測定し，企業の活動である履
行義務の充足（支配の移転）時に顧客対価を配分して収益を認
識するものである。投資家にとって役立つ情報は，企業の将来
のキャッシュフローを予測するための企業の現在の収益ないし
利益としての成果（キャッシュフロー）の情報である。この点で，
現行の収益認識モデルと共同プロジェクトのそれとは，変わる
ところがないと言えよう。
　また，「履行義務の移転過程」を忠実に描写することを目的
として，履行義務を識別し，それごとの支配の移転による収益
の認識が求められた。履行義務の識別と支配の移転の判断に，
客観的な要件を持ち込むことによって，経営者の恣意的または
主観的判断を排除しようとした。しかし，有用な情報を提供す
るためには，企業の成果の獲得過程を忠実に描写することが求
められている。取引の実態が取引条件（またはその解釈）にあ
るとすれば，履行義務の識別や支配の移転の時点は，実際の契
約条件によるので，取引条件の解釈による経営者の主観的判断
が介入する余地がある。取引条件の文脈から離れていくら履行
義務の識別や支配の移転の判断の客観化を図ったとしても，企
業の成果の獲得過程を忠実に描写できないとも言える。さらに，
受取債権の獲得が，「支配の移転」を判断する指標の１つとな
っており，両者の時点が異なる場合，「財またはサービスの移転」
の描写が，本来描写すべき「成果の獲得過程」を必ずしも忠実
に描写しているとは言えない。
　以上のことから，IASBとFASBの提案する収益認識モデル
は，目的適合性と忠実な表現において，実質的に，現行の収益
認識モデルよりも有用な収益情報を提供するという効果がある
のかどうか疑問である。
　ただし，収益認識時点を資産の経済的便益に対する支配の移
転に置いたことは，収益認識方法と資産負債の定義とを整合さ
せるもので，それらの不整合という問題の解消という目的は達
成されたと言えよう。また，収益認識モデル案が，実現・稼得
過程アプローチによって補完されるものだとしても，認識に際
し資産負債の定義によるチェックがなされるならば，いわゆる
経済的資源ではない繰延費用や経済的債務でない繰延収益のよ
うな計算擬制的項目が貸借対照表から排除され，貸借対照表は
現実世界に存在するものを描写することになろう。
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注
１）  IFRS 第15号は，原稿締め切り（平成26年９月９日）には既に公表され
たが，本稿では扱っていない。触れている場合は，有限会社あずさ監
査法人［2014］に依っている。
２）  SFAC第5号において，「収益および利得は，製品（財かもしくは用役），
商品又はその他の資産が現金または現金請求権と交換される時点で
認識される。収益および利得は，取得もしくは所有している資産が容
易に既知の現金額または現金請求権に転換される時点で実現可能とな
る。」（FASB［1984］， par. 83），また，「企業の収益稼得活動は，当該
企業の目下着手中の主たるもしくは中心的な営業活動を構成する財貨
の引渡もしくは生産，用役の提供またはその他の諸活動を行い，企業
が収益によって表現される便益を受取るにふさわしい義務（行為）を事
実上，果したときに，収益は稼得される。」（FASB［1984］， par. 83）と
されている。
３）  ここでは，現行の収益認識モデルとは，日本の実現原則，SFAC第5号
（FASB［1984］，para. 84）の実現・実現可能や稼得過程，IAS第18号の
支配およびリスクと経済価値の移転（IASC［1993a］， par. 14）による収
益認識モデルをいう。
４）  FASBではFAC第5号の収益認識方法とFAS第６号第78項の収益の定
義。IASBではIAS第15号の収益認識方法と概念フレームワーク第92項
の収益認識の定義。
５）  2007年7月， 欧 州 財 務 報 告 諮 問 グ ル ー プ（European Financial 
Reporting Advisory Group）によって収益認識モデルを提案（EFRAG 
［2007］）したが，本稿では触れていない。
６）  のちに，一時「測定モデル」，DPでは「現在出口価格アプローチ」と
呼ばれる。
７）  のちに，一時「配分モデル」，DPでは「当初取引価格アプローチ」と
呼ばれる。
８）  ここでは，公正価値を法的開放金額（legal layoﬀ amount）としており，
これは，企業に残存するすべての債務を履行する法的な責任を第三者
に引き受けてもらうために支払わなければならない価額である。
９）  FASBでは，「収益とは，財の引渡または製造，サービスの提供，また
は企業の継続的で主要または中心的な活動を構成するその他の活動の
結果としての，資産の流入または資産価値の増加または負債の精算（ま
たはその両方）である」（FASB ［1985］, FSAC No.6, par. 78）。IASBでは，
「収益とは，持分参加者からの拠出に関連するもの以外で，持分の増加
をもたらす一定期間の企業の通常の活動過程で生ずる経済的便益の総
流入をいう。」（IASC［1993］， par. 7）。
10）  契約とは，「強制可能な義務を生じさせる複数の当事者間の合意であ
る。」（IASB［2008］ par.2.11）。企業の履行義務とは，「資産（財またはサー
ビスのようなもの）を顧客に移転するという契約における顧客との約束
である。」（IASB［2008］ par.3.2）
11）  その理由は，⒜のアプローチに次３つ懸念があるためである（IASB
［2008］， pars. 5.17－5.36）。①収益認識のパターン（契約開始時に収益
が認識される場合があり，違和感がある），②複雑性（現在出口価格は，
めったに観察できず，見積が必要で，便益がコストに見合わない），③
誤謬のリスク（契約開始時に収益の一部認識されることによって収益の
過大評価が計上され，損益計算を歪める可能性がある），それに対して
⒝は，取引価格は通常，契約開始時において観察可能であり，また誤
謬のリスクを軽減する。
12）  ⒜現行の資産の定義における資産の認識と認識の中止で用いているの
で，それに現行の資産の定義に依拠するため，⒝リスクと経済価値で
はなく支配に焦点を当てることで，財またはサービスがいつ移転され
るのかに関する判断がより整合的になるため，⒞別個の履行義務を識
別する際のリスク・経済価値アプローチの問題点が，支配に基づく評
価によって解消する（IASB［2010］， par. BC60）。
13）  ⒜履行義務の充足についての支配の概念，及び，その適用についての
懸念，特に，サービス契約及び建設契約に対する支配の移転の指標の
適用についての懸念，⒝契約における別個の履行義務の識別に関する，
区別できる財又はサービスの原則の適用についての懸念である。
14）  完全性は，表現しようとする事象を利用者が理解するために必要なす
べての情報を含むことである。中立性は，財務情報の選択や表示につ
いて偏りがないことである。誤りがないとは，全く誤りがないという
ことではなく，報告情報を生み出すプロセスが，誤りなく選択され適
用されていることである。
15）  IFRS第15号において，履行義務の識別要件で，財またはサービスを顧
客に移転する約束を他の約束と識別できる（契約の文脈において区別で
きる）としている（IASB［2014］， par. 27）。
16）  2011EDの結論の根拠において，コアの原則が ｢財またはサービスの移
転を描写する｣ ことは目的であり，｢支払いに対する権利を取得したか
どうか｣ ではないことや，支払いの権利の獲得が必ずしも支配の移転
の裏付けとはならないことを挙げている（IASB［2011］， par. BC103）。
17）  渡邉宏美［2014］において，同様の結論から日本の会計制度への取り
入れには慎重であるべきとしている。
